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は じ め に
本稿は前稿 「ソビエ ト会計発達史一1941年か ら1945年まで」(〔26〕,35-46)の
続編である:
前稿においてt}L,tk連で 「大祖国戦争」と呼ばれている第2次世界大戦?時
期におけ る ソビエ ト会計の史実 をみ なが ら,第1に,会 計の正常な実施は戦争
のため困難 とな り,会 計の変則的 な実施が余儀な くされた こと,第2に,会 計
には戦時経済の要請に応え るぺ き課題が あたえ られ,そ の課題 が解決 され てい
った こと,第3に,戦 時の苦難 の時代に,ソ ビエ ト会計人は銃後 と戦線 でそれ
ぞれの職責 をみ ごとに果 した こと,を 明らかに した。
そこで,前 稿での以上 の ような考察をふ まえて本稿に おいては,1946年か ら
1950年までの戦後経済に おけ る ソビエ ト会計の史実をみ てい くことに したい。
ところで,1946年から1950年までの ソ連は,丁 度,第4次5力 年計画期(19
46-50年)にあた る。 第4次5力 年計画の主要な 目的は,「 国 の被災地 区を復興
し,工 業 と農業の戦前 の水準を回復 し,つ いで これを大幅に こえ る」(〔22〕894)
ことであ った。社会主義制度の もとで の戦後経済の復興は,激 動な しに,計 画
的にお しす すめ られ,「1948年には ソ連邦の工業生産額は戦前の水準に 達 した
ばか りでな く,そ れを こえた。工業は異常 な短期 聞に 復 興」(〔22〕8gg)した。
こうして,国 民経 済の復興 とい っそ うの発展を めざす第4次5力 年 計画は期限
前に遂行 されたのであ る。
この第4次5力 年 計画期においては,ま ず,通 貨 と商品 の流通面に残 した戦
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争 の爪跡 を取 除 くための通貨改革 と切符配給制の廃 止がおこなわれた。 また,
戦後経済の復興に さい して,一 方に機械 ・設備,原 材料 ・燃料 な どの生産 フ ォ
ン ドを余分に もってい る企業 と,他 方に これ らの生産 フ ォン ドに不足 してい る
企業 とがあ らわれ,こ の不均等をな くすための社会主義競争 の新 しい形 態 とし
て,固 定 フ ォン ド利用 向上運動や流動資産回転促進運動が これ までの生産増大
や原価 引下げ運動 と並 行 して展開 された。 さらに,乎 時経済の要 求に照応 した
新 しい計画管理機構の再編がお こなわれ て,1946年3月には人民 委員部は省に
改組 され,1948年10月には ゴスプラソの中央統計局は ソ連邦閣僚会議付属 中央
統計局 として独立 した。
ソビエ ト会計は こ うした戦後の経済復興 とい っそ うの発展 とい う要請に対応
して会計上の諸 問題を解決 してい った。
そして,こ れ までの ソ連における会計の発展 を基礎にして,戦 後,ソ ビエ ト
会諦 繊 した会計の鞭 のうち粁 の踊 畳⊇2雑 界熾 後峨 れ た
ヨーロッパの社会主義諸国における資本主義会計の継承 ・改編と社会主義会計
の創出 ・形成にとって大きな影響を与えたのである。
'■,終戦直後の ソビエ ト会計の課題
大祖国戦争は ファシス ト・ドイツの敗北 で終結 した。 ソ連は戦争 に勝利 した
とはいえ,戦 争 のため社会主義建設の前進 をいちじるし く停滞 させたのみ なら
ず,戦 争に よって大 きな損失を蒙 った。敵が富 を略奪 した こと,戦 費を支出 し
た こと,被 占領地域 の企業か ら生産物を受取 らなか った ζとから,ソ ビエ ト国
民が蒙 った物的損失は戦前価格で2兆6,000億ルー ブルにのぼ り(〔22〕891),財
産 の直接 の損害は6,790億ルー ブル とな った(〔8〕161)。そ こで,人 民委員会議
は,1945年12月1日付の決定 で(〔8〕161),ドイツ軍から解放 され た地域におけ
る企業 と組織 のバ ランスか ら,敵 に よって完全に壊滅 した固定資産 と破壊 され
た資材の価額 を消却す ることを,各 人民委員部 と官庁 に許可 した。 これ と関連
して,ソ 連邦 財務人民委員部は,1945年12月20日付の訓令書簡(N(}.759)で(〔8〕
t61),この消却を1946年1月1日のバ ランスの定款基金 の減少で もって 処理 す
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るこ とを現場 に提示 した。1945年度の年度報告書では,消 却 された金額は固定
資産 と資 材 とにそれぞれ 区別 されて 「定款基金の動態」 の部(No.・3)に表示 さ
れた。 同時にまた,各 人民委員部 と官庁は1945年の年度報告 において,消 却記
帳の総括的な書類 を ソ連邦財務人民委員部に提 出した。
こうして,ソ 連邦財務人民委員部は,戦 後初め ての1945年度のバ ランス と会
計報告書の作成を平時経 済へ の出発点 とい う新たな見地か ら取組み,企 業 と組
織の財務活動の改善 にむけ ての最初の仕事を開始 してい ったのであ る。
1946年3月18日,ソ連邦最高会議は,国 民経済 の復興 とい っそ うの発 展をめ
ざす 「1946年か ら50年の ソ連邦国民経済復興発展5力 年計画法」《3aKOHOng;
TaneTHeMnnaHeBoccTaHoBneHuaHpa3BvaTHAHapoAHoroxo3StficTBaCCCPHa
1946-1950rr.》を承認 した(〔6〕246-319)。第4次5力 年計画に よって国民経済
を復興 させ るにあた って,当 時の ソビエ ト会計において解決 しなければな らな
い緊急の課題が あ った(〔8〕162)。
第1の 課題は,戦 時中約2倍 以上に増 加 した巨額の債務が企業のバ ラソスに
計上 され ていた ので,ま ず この債務をバ ランスか ら消却す ることであ った。巨
額の債務は企業の財務 ・経営活動,'物的資源の正常な取 引を乱 し,独 立採算制
を弱め ることに なっていたのであ る。 第2の 課題 は,戦 後初期においては,原
価引下 げ計画は未達成で,原 材料の超過 支出,生 産 の管理 ・サ ー ビ ス 費 の 増
大,仕 損費の増大がみ られ た し,棚 卸 も不充分 で,資 材 も特別 の理 由な しにバ
ラソスか らしばしば消却 されていたので,こ れ らの ことをな くす ことであ った。
第3の 課題は,当 時,バ ランスの数は多 く,ま た時 にはバ ランスを作成 しない
企業 も存在 していた ので,こ うした会計め混乱 と会計の複雑さを取 除 くことで
あ った。 このよ うな状態は企業長か らの経営指導や会計責任者か らの会計指導
も不充分な ものにな っていたのである。第4の 課題は,戦 時中,会 計担当者の1
大半は軍隊にはい り,多 くは戦死したため,会 計 をお こな う充 分な経験 と資格
を もった会計幹部を失 ったので,会 計 の担当者 と幹部を早急に養成す ることで
あ った。そ して,以 上 の諸課題を解決す るためには,会 計 の実施を指導す る会
計責任者 の役割 が大 きな意義を もつ ようにな ってきた。そ こで,第5の 課題は,
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会計責任者に関す る新 しい規程を制定す ることであった。会 計技法を習得 して
いるのみ ならず,幅 広 い経済的知識を もち,企 業経営 を熟 知 している会計責任
者が必要にな ってき たのであ る。'.ヅ
2会 計責任者規程の制定
1947年9月17日,ソ連 邦閣僚会議は 「国営,協 同組合,公 共の施設,組 織お
よび企業 の会計(上級)責任者 に関す る規程」 《fioaoweHneornaBHHx(cTapmvax)
6yxraATePaxrocyAapcTBeHHNx,KooHepaTKBHHx,06珂βcTBeHHHxyqpe遮真eHH茸,
opraHn3aqvathllIrp.egfipnfiTuil》を承認 した(〔5〕691-699)。この規程は,1932年
に制定 された さきめ規程 の構 成 と異 なって総則,会 計責任者の義務,会 計責任
者の権 限,会 計責任者 の責任 とい う四つの部分か らな り,会 計責任者の権 限,
義務,責 任の内容を強化 し,そ して会計責任者 の国家統制者 としての役割 と意
義を強調 した。新規程 の特色は,バ ラソス と報告書の分析 を会計責任 者の義務
とし,会 計業務 と分 析業務 の密接な連携 を強調 した点にあ った(〔4〕53)ω。
1947年の規程に よれば,会 計責任者 の職務は省,中 央施設,組 織,グ ラフク,
トラ ズ ト,連合,コ ン ビナー ト,300人以上 の労働者 を もつ企 業,協 同組合組
織 ゴスバ ンクの施設,傘 下に施設 を もつその他の国営 と公共 の施設 と組織,
会計が独立 していて貸借対 照表を作成 してい る企業に おいて設置 され る ことに
なった。 このため,原 則 として,独 自のバ ランスを もつすべ ての個 々の企業 と
組織 には,会 計責任 者が必ず配置 され ることにな った(〔8〕163)。
規 程はつ ぎの ような内容を もっていた(〔8〕163-164)。,会計責任者は 自分が所
属す る企業,組 織,施 設におけ る会計を組織 しその業務を統轄 し,そ してすべ
ての下級会計機関を会計責任者に従 属させた。 また,会 計責任者には広範 な権
限が付与 され会 計責任者の指示 と命令はすべ て義務 として実行 され,そ の未遂
行の責任は企業 長に も課せ られた。規程は,会 計責任者の義務 として,① 下級
の会計係 の業務 を統制す る こと,② バ ラソス と報告書を分析す ること,③ 支払
原則○ 決済原貼 信用 原則を順 守す ること,④ 原材料,、燃料の支 出 ノル マを順
守 し,生 産に必要 な原材料 を確保 し,原 材料 の提供を証遍書類 で確認 し,そ の
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不足 を適切に記帳 し,原 材料 の着服 と不正につい ての資料 を裁判所へ適時に送
付す ること,⑤ 管理費を節約し,同 時に賃金 フ ォン ドを規則通 りに算定 し,正
確に支出す ること,等 を規定 した。 また,規 程 は,会 計責任者の権限 として,
①会計責任者か らの通達があ った時,上 級機関は一定 の意思決定 をしなければ
ならない こと,② 企業 の指導者が不 法な処置をお こなった場合,会 計責任者は
それを中止 させ ることが できること,③ 企業の指導者の不法な処 置が刑事問題
である場合には,会 計責任者は この ことを上級 指導機関に報告す ること,④ 企
業の会計責任者の任命 と解任は,上 級機関 と上級機関の会計責任者 の同意 を得
てお こなわれ ること,等 を規定 した。 さらに,規 程 は会計責任者め権 限を保障
した。例 えば,行 政 上の不 当な処分にたいす る会計責任者 の撤回請 求には,.管
理機関は調査 ・点検 しなけれ ばな らな くな った。 この ことは国家統 制者 として
会計責任者が活動で きる条件を保障す ることにな った。 さらに また,規 程は,
会計責任者 の責任 として,① 会計を規 則正し く組織す ること,② 報告書を適時
に提 出す るこ と,③ 資材 と貨幣資産を保全す ること,④ 経営 の財政 状態 を解 明
し,そ の結果 を企業長に通告す ること;等 を規定 した。
新 しい会計責任者 規程 の公布 と同時に,省 と官庁,施 設,企 業におけ る会計
方法にた いす る指導が ソ連邦財務省に課せ られた。 ソ連 邦財務省は,ソ 連邦 中
央統計局 と協 力して,そ の課題を解決 じてい った。 同時に また,ソ ビエ ト政府
は,ソ 連邦 高等 ・中等専門教 育省にたい して,大 学 での会計幹部の養成をめざ
す会計教 育を重視す ることを指示 した。 さらに,企 業長 も,通 信教育や教員の
出張講i義お よびその他の教 育網を活用 しなが ら,企 業の会計担当者の資格をい
っそ う高めてい くことにな った(〔8〕165)。,,
ここに,大 戦後 の経済復興に対応 した ソビエ ト会計の整備に とって一つの前
提 とな る,実 際に会計に携わ る会計人の問題が解決 され た(〔16〕17)。
くわえて1947年の規程は,ヨ 一ーロッパの社会主義諸国におけ る会計責任者規
程 の制定の基 礎 とな ったのである(〔11〕42){2)。
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3会 計業務予定表の普及
大戦中の苦難な時代にもかかわらず,サ ラ'トフ市の軽工業では,会計におけ
ノプ ト
る科学的労働組織 《HOT》を研究し,その成果は1944年に会計業務予定表を利
用することを創案した。会計業務予定表は各種の計算業務と報告書の作成を科
学的に見積られた時間と経費の枠内で実施しようとするものであり(3),それは
国民経済サラトフ大学の ん肱 ロジソスキー教授を中心にして開発され,教授
はこの問題についての多 くのパンフt!ットを公表した(〔8〕165,〔14〕5r6)。
会計業務予定表を採用する以前においては,1944年7月1日の総合四半期報
告書は期日よりも64Hも遅れて軽工業サラ トフ州管理局に提出されていたが,
会計業務予定表を採用した以後においては,10月1日の総合四半期報告書は期
Hより11日前に完成した(〔8〕165)。 ・
サラトフ市の軽工業で採用された会計業務予定表の経験は,ソ連邦軽工業省
の中央経理部によつて企業に広範に普及させられていった。その結果は,会計
業務予定表の導入前には報告書は会計期日後20日間すぎて提出されたが,その
導入後には9日間で提出されるという好成績をおさめた。会計業務予定表の普
及はモスクワ,レニングラー ドおよびその他の都市における企業におよんだ。
会計業務予定表を採用した企業は,たんに報告書の提出が速 くなったばかりで
なく,会計の質を改善して,経営を指導するに必要な会計の組織化をもたらし
ていった(〔8〕166)。
.ロシア共和国人民委員会議は,サ ラトフの企業における会計業務予定表の実
践を高 く評価し,1945年4月30日付の命令で,ロシア共和国人民委員部の企業
ヘサラトフのこの方法を普及させることを提案した。さらに,ソ連邦財務人民
委員部の会計と報告書の管理局も,会計業務予定表の実践を調査した結果,19
45年12月17日付の書簡で,ソ連邦人民委員部と官庁の中央経理部長にたいして
管轄下の企業にこの経験を広く普及させるよう指示した。この指示の内容は,
ロシア共和国軽工業省の企業とグラフクでの先進的経験を活用して,会計と報
告書を改善する観点から多 くの工業企業が会計業務予定表を1946年10月1日ま
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でに採用す るよ うにす る,と い うことであ った。 また,企 業の各種 の経営過程
は会計責任者 に直属 しない管理者,技 術者,調 達 ・販売担 当者,運 送担当者な
どに よって遂行 され るので,こ れ らの人び とに経営 上の取 引を証愚書類で適時
に確認 され るこ とが要求 され,こ の確認 も会計業務予定表に含 まれ ることにな
った(〔8〕166)。
1946年5月6日,ソ連邦財務省 と中央統計 局は 「企業 と組織の会 計業務 を予
定表に移す こ とに関す る方策について」《OMepOnp田盟∬xnonepeBoAyyqeT.
Ho自pa60THllpenlipvasTMthllopraHM3allHtiHarpaΦHK》の書簡 を発表 した(〔8〕
166)。それは会計 を組織す るに あた って会計業務予定表 の果す役割 を積 極 的 に
評価 し,す べての企業 と組織 にたい して会計業務 と統計業務に会 計業務予定表
を導入す ることを推薦 した(〔8〕i66)。
こ うして,会 計業務予定表は,会 計に おけ る無責任性,責 任 回避,無 計画性
を取 除 く効 果的な手段 の一つ とな り,会 計業務を律動的な ものにした。それは
レーニソに よって主張 された科学的労働組織の原則を会計分野に おいて具体化
した もの とな った あであ る。
同時に,ソ 連 で開発 された会計業務予定表は,ヨ ー ロッパの社会主義諸国に
おけ る会計業務の合理 化に とって重 要な参考 とな った(〔11〕47)ω。
4材 料会計の整備
戦後,材 料会計に は種 々の制 度が採用 され ていた。それ らのなかで最 も古い
ものは カー ド・謄写制 度であ った。 材料会計は計算業務の量 は膨大 であったば
か りでな く,そ の資料 も不正確に な りがちに なっていた。 材料会計には,赤 字
残,超 過支 出が しば しばみ られ,材 料 の大量の不足が生 じていた。 このため,
ソ連邦財務人民委員部は,1945年10月30日付の企業におけ る材料会計について
の訓令(No.639)で,材料会計 を整備す るこ とを決定 した(〔8〕167)。
これ まで材料は1カ 月ない し3カ 月 も記帳 され ない こともあ り,こ の ことは
財務 ・支払 規律 をいち じるし く乱 していた。 このため,訓 令は企業 の調達部 と
経理部の双方に おいて材料 の受領証 愚書類 の点検方法を決定 した。、その結果,
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材料は受入または納入者からの添付書類の受領時期と関係なく借記されること
になった。また,訓令では材料会計は,倉庫においては材料の品目番号を示し
たカー ドによって物量指標でおこなわれ,経理部においては物量指標と貨幣指
標でおこなわれるようにした。これまでにおいては,払出書類は材料のそれぞ
れの供給に際して材料を費消する職場で一方的に記入されていた。このような
制度のもとでは,企業は1回の材料供給に月平均1万から2万の払出書類を作
成し,その数は帳簿2冊から3冊に相当する分量となり,このことは書類整理
を困難にし会計をきわめて煩雑なものにしていた。そこで,訓令は材料払出限
度ガー ド(計画カード)の採用を推薦し払出書類をいちじるしく改善した。さら
に,訓令は材料の価格計算を年度別に設定される計画(固定)価格で実施して,
計画価格との差額を特別に計算する方法を推薦した。こうした計画価格の適用
は,第1次 的証愚書類の処理を速め,変動する材料の物量指標と貨幣指標の合
致を保障することとなった。,さらにまた,訓令は棚卸の結果によって明らかに
なった材料の過不足を綿密に分析することを決定した。この決定は生産を犠牲
にする材料の任意な消却を防 ぐことであった。訓令では材料の不足分と過剰分
との相殺は,同一品目の材料であって,同一の点検期日のものであ り,しかも
材料にたいする責任者が同一人物である場合に限り,例外として許された。材
料の不足分をバランスから消却することは,人民委員(またはその代理人)から
許可書簡を受取った場合に認められるとした。規定された損失基準内の材料の
不足分は,後 日に上級機関の追認をうけることで,企業長の判断によって消却
されることになった(〔8〕167呼)・
ソ連邦財務人民委員部の訓令は,い くつかの長所があったとはいえ,当時の
企業における材料会計の多くの問題点を解決することはできなかった。とくに,
倉庫での材料の動きを計算する物量計算と経理部での材料の物量計算と貨幣計
算とを同時に実施する,いわゆる並行的計算を訓令で是認したことは,そ の後
の問題点として残った。それは,記帳が適時におこなわれないため,倉庫での
会計と経理部での会計が遅れ,、このため二つの会計データの月末時点での照合
をする必要が生Uて きた。 くわえて,記帳の遅れと時には不正確な記帳は,こ
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の照合 さえ もいちじるし く困難に し,全 体 としての会計を遅滞 させ ることにな
ったのであ る(〔8〕168)。
5基 本 投 資 の 会 計 と原 価 計 算 の 整 備
戦後の復興過程は大規模な投資を必要 とした。 このため,基 本建設の原価引
下げの問題 ど 基本投資の会計 をいかに整備す るかが課題 の一つ とな った。 こ
の課題を解決す るため,1945年12月31日,ソ連邦財務人民委 員部 とソ連邦 ゴス
プラン申央統計局は 「基本活動 く基本投資)の 会計 と原価計算に関す る基本規
程」《OcH・BHHe・1・云・xeH・1∬・1・yqeTyHKansxyqlip・BaHllr・ce6ecT・llM・cTu
KaflllTanbHNxpa60T(KaanTanbHHxBllovaeHMti)》・を認可 した(〔8〕169)。:,
この規程は原価計算を独立 しておこな う材料 の品 目を規定 した。規程は また,
建設に関係す る管理運営費 およびそ の他の管理 ・サー ビス費の名称 を統一 し,
これ らの費用 を建設の作業場 と経営 とに または建 設客体 と組 立客体 とに配賦す
る方法を規定 した。 さらに,'建設組織は,見 積 りと技術上の設計 とに一致 した
すべての費用 を会計で把握 し,'見積 り費用 と実際 の結 果 とを比較す る ことにな
った。 以上の よ うな改善 とともに,規 程はつ ぎの点を要請 した。①建設の見積
り価額を順守す るために組織的な統制 を実施す ること,② 建設過程に おい て建
築,組 立 お よびその他 の基本建設の原価を明 らかにす ること,③ 開始か ら完成
にいた るまでの建設客体 としての基本建設の原価 を公表す ること,④ 請負建設
組織の個 々の経営におけ る建設財務計 画の実績結 果を分析す ること(〔8〕16g)。
基本規程 が認可 された1年 後の1946年,ソ連邦 財務 省 とソ連邦中央統計局は
「請負(建設,組立,設 計)組 織 の基 本投資 と基本活動の経常会計の勘定 計画手引
書」《PyKoBoAcTBoK皿naHycgeToBTeKy叫eroyqeTaKanHTanbHNxBnolkeHnfi
HocHoBHofiEegTe五bHOcTvano瓦P∬AH】Nx(cTpollTenbHHx,]M〔oHTaxHHxHnpoeK-
THNX)OPraHH3a耳蛸 》を作成 した(〔8〕170)。この勘定計画は1940年から工業企
業に導入 された勘定計画 と類似 した ものであ ったが,そ れは ソ連邦財務省に よ
る基本建設会計に関す る規程の作成に役立 った。
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6罰i逓書類規程と棚卸規程の整備
1946年1月,ソ連邦財務人民委員部 は 「企業 と経済組織 の会計に おけ る証愚
書類 と記帳 に関す る規程」 《IlonoweHHeoIloKyMeHTaxll3anvacgxB6yxranTe・
PcKoMygeTenPeAnPugTnthHxo3頭cTEeHHHXopraHH3餌宜助 を公 布 した'(〔8〕
t70)。この規程 は,1926年に制定され た6力 条か らな る簡 単な規程 と異な って,
39力条 からな る詳 細な計算に関す る内容を規定 した。規程は四つめ部 分に大別
され,第1の 部においては,国 民経 済の各部門の企業は統一勘 定計画に も とつ
いて若干 の例外をのぞ き複式簿記に よる会 計の実施を義務づけ,第2の 部にお
いては,会 計の証愚書類にたいす る要件 を詳細に規定 し,第3の 部においては,
計算記録表 の問題を グルー プ別に規定 し,第4の 部においては、 証愚書類等の
会計古記録 の保管を規定 した(〔4〕32)。"
新規程は,バ ランスの作成 を ともな った複式 簿記に よる会計の実 施を規定す
る とともに,証 愚 書類 に よる経済取 引の反映 を整備す ることを意図 した。それ
は この時期における会 計の改善に とっての大 きな役割を果す重要 な施策の一つ
であ った(〔8〕170)。
だが,1946年の規程は手記に もとついて計算方法を採用 していた企業が多数
であ った段階 において制定 され たので,そ の後におけ る会 計の機械化が進 展す
る過程で この規程は再検討 され て,1958年3月1日に新 しい規程が制定 され る
こととな った(〔4〕33)。
1947年7月,ソ連 邦財務 省は、「企業 と経済組織 の経営財産の棚卸 に関す る基
本規程」 《OcHoBHHenono」KeHuAnoMHBeHTapli3alllluxo3sitcTBeHHHxcpeAcTB
npeAilPMSTnfiHxo30praHOB》を認可 した(〔8〕170)。この規程は,棚 卸に関す
る一般的な規定 の外に,① 固定資産の棚卸,② 材料 と商品の棚卸,③ 仕掛品,
未完成基本投資,未 完成大修繕,予 備財産の棚卸,④ 固定資産,商 品 と資 材,
仕掛品,未 完成活動業務の棚卸照合一覧表 の作成,⑤ 現金の棚卸,⑥ 支 出,将
来の収支,当 面の支払のため の予備額の棚 卸,⑦ 地所,鉱 物産地,山 林 区の棚
卸,⑧ 棚卸差額の調整法 と棚卸 結果の確認法を規定 した。規程 に よれば,年 度
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棚卸の外に,資 材につ いては年1回 以上 の点検が要求 され,と くに頻繁に変動
し不定が発生 しやすい材料については年2回 ない し3回 以上 の点検が要 求 され
te。また,規 程は仕 掛 品については,毎 月棚 卸を実施 した うえで1月1日 現在
で棚卸をす ることを規定 した(〔8〕170)。
さらに,規 程は,年 度報 告書 の注解 として 「棚卸」 の部に年 間の 「固定資産
と商品 ・資材の棚卸結果 の一覧表」 を作成 し表示す ることを指示し,こ の一覧
表に よって棚卸に よって発見 された過不足 の内容を詳細に分析で きるように し
た(〔8〕171)。
1947年の棚卸 の基 本規程は1955年11月21日まで効力をもった。
7勘 定計画と中小企業会計の指導
ソ連邦財務 省は,1940年10月9日に認可 した さきの勘定 計画におけ る勘定 の
使途 と構造 の理解を統一 させ るた めに,「工業企業 の基本活動の経常会 計 の 勘
定計画にたいす る指導方針」 《PYRoBollcTBoKnnaHycqeToBTeκyllXeroyqeTa
ocHoBHofiAe∬TenbHocTlinpoMNmneHHblxnpe餌pH窟TH助を1946年に作成 し公
表した(〔8〕171)。この指導方針は,各 勘定 の構造,そ の 内容,勘 定 の 相 互 関
連 を詳細に説明 し,生 産企業 の基本的経済取 引の勘 定の相互関連図式 を示 した。
また,当 時,地 方(市),州に所属す る工業企業 では,膨 大な会計業務が存在
し,会 計は遅れていた。 この欠点を取 除 くために,1946年末に,ソ 連邦財務 省
は 「規程No.900」《nonoxeHueNo.900》を発表 した(〔8〕171)。この規程は,
中小企業にたい しては,す べ ての種類の活動についてバ ランスを作成 し,同 時
に簡略化 された 複式簿記に よる会 計を採用 す るこ とを推薦 した。だが,こ の19
46年の簡 略化 された勘定計画には,例 えば若干 の異種 の勘定 が一つ の勘定に統
合 されてい るとい った重要な欠陥があった。
8通 貨改革にともなう会計の整備
1947年12月14日,ソ連邦閣僚会議 と全 ソ連邦共産党(ボ)中 央委員会は 「通
貨改革の実施 と食料品な らびに工業製品 の切符制廃止について」 《OnPOBeAe・
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HuuAeHexHQtipeφopMN'HoTMeHeKapTogeKHanpO瓦oBoAbcTBeHHHeMnpoM・
NMAeHHHeToBapN》を決議 した(〔6〕460-467)。切符制 の廃止 とともに,こ れ ま
で存 在していた配給価格以外の数種 の価格は単一 の固定価格 に 統一 され(5),新
価格はおおむね配給価格 と非配給店 での価格の中間にきめられた。 同時に実施
された通貨改革は,戦 時 中か らの インフレ的現象を終 らせ,貨 幣流通量を実状
にあ った ものに しら投機を一掃 してルーブルの購 買力を引上げ ることを 目的 と
した。 このため,国 営企業,コ ルホーズな どの手持現金 は10対1,:コルホーズ
の預貯金は5対4で 交換 された⑥。
1947年の通貨改革は ソビエ トの会計担当者の前 に大 きな重要な課題を提起 し
た。 まず,統 一価格 の設定 と関連 して,資 材を再評価 してその結果を早急 に正
確に算定す ることが必要 とな った。 さらに,債 務 も再評価 してその額を正確に
決定 し,そ れ をバ ランスと報告書に適時に計上す ることが必要 とな った。 この
ことと関連 して,1947年12月16H,,.ソ連邦財務省は特別 の訓令 を公布 し,12月
27日には,す べ ての工業省,財 務機関,ゴ スバン クお よび長期投資銀行にたい
し℃ 「通貨改革の実施に ともな う財産 と債務の再評価額 の計算方法について」
《Qllopa丑KeygeTacyMMgepeorleHK"cpeAcTBMAonroBHxo6A3aTenbcTBB
cBs3Hc.npoBegeHvaeMAeHexcHo蕗peΦopMH》の訓令書簡(N .1060)を送付 しk
(〔8〕172)。
この書簡 では,1947年12月16日における国営,協 同組合,.'公共 の企業,組 織,
施設に とっての貨幣資産残高 の再評価 額は,こ のために開設された特別 の借方
勘定(勘 定番号のない勘定)に 計上 しなければな らない と指示 した。 この特別の
勘定が 「1947年12月16日現在の現金残高の再評価」 な る借方勘定で ある。12月
16日現在に残 った前払金は規定 された確認書類に もとつ いて再評価 され,そ の
額 は このために開 設 された特別 の借方勘定(勘 定番号のない勘定)で あ る 「1947
年12月16日現在 の前払金残 高の再評価」 勘定 に計上 された。 こ うした前払 金の
支出報告書を提 出しなか った場合には,前 払金残高は再評価 され ず,債 務 と同
様にな り,前 払金1ル ー ブルにたい し新通貨1ル ー ブル で支弁 しなければな ら
ない とした(〔8〕172)。 ・
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また書簡では,12月16日以前 に定期休暇にはい った労働者 と勤務員の算定賃
金は,こ のために特別に開設 され た 「休暇 中の人,給 費生 お よび聴講 生 との再
決済 の未払金」な る借方勘定(勘 定番号のない勘定)に 計上す ると規定 した。 そ
して この場合,未 払金 は1947年12月16日か らの休暇 日に相当す る実際支払額の
0.9の額で評価 され る とした。 こうした方法に よって,生 産か ら離れ て学習を
している給費生や聴講生 の賃金 の未払額が算定 された(〔8〕172-173)。'
さらに,労 働者 ・勤務 員勘定,支 払金未受領者勘定,各 種の信用勘定,12月
16日以前 の未整理の前払 金勘定 のそれぞれの支払金額は再評価 され,そ の額は
このために特別に開設 された 「1947年12月16目現在の債務の再評価」な る貸方
勘定(勘 定番号のない勘定)に 計上 された(〔8〕173)。
そ して,国 営,協 同組合,公 共の組織,企 業,施 設 で開設 されたすべ ての勘
定の残 高は,1948年1月1泊現在 のバ ランスにおいて,バ ランス総 計の前 の借
方 と貸方 の特別 の部にそれぞれ の項 目で表示 され ることにな った(〔8〕173)。
ソ連邦財 務省は1948年4月3日付 の訓令書簡 を全 ソ消費組合 中央連合 に送付
し,つ ぎの事柄 を通告 した。通 告の内容は,①1947年12月16日に発生 した貨幣
資産 の減 少額 は1947年度の消費組合組織 の利潤総額 で もって賄い,② これ と関
連 して,消 費組合組織か らの国庫へ の納付金を減少 させ ること,③ そ して,す
ぺての消費組合組織は1948年1月1日のバ ランスと損益表 を修正 し,④ 修正し
た これ らの報告書を財務機関に提 出す ること,で あ った(〔8〕173)。
通貨改革の実施直後,ソ 連邦閣僚会議 は1949年1月15日付 で 「企業,施 設お
よび組織 の現金取 引実施 に関す る規程」 《nonoPteHMeoBelleHuliKaccoBNxon・
epallHBnpeAitpugTllfiM,yqpe}KAeHufiMllvaopraHM3aqufiMM》を公布した(〔8〕173)。
この規程は,現 金取 引にた いす る統制を強化す るために,貨 幣 資産 の会計を若
干変更してそれを正確 な ものに した。それ とともに,規 程 は,決 済勘定 と当座
勘定に よる貨幣資産の現行の保全方法,銀 行で受取 った資金 の 目的使途別の利
用を確認 し,現 金係の義 務 と責任,前 払金の支払方法を規定 し,統 一書式に よ
る現金取 引の証愚書類,現金 出納伝票 の記入を指示 し,目的使途別 の手持現金の
利用 にた いす る統制のための帳簿(形 式No.K-2)を設定 した。 さらに,賃 金
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の支払は現金支出伝票を必要 としない一覧表 でおこなわれ るとした。 この一覧
表は現金係か らの貨幣受領後3日 以内で記帳 され るものであ った(〔8〕173-・174)。
現金帳簿 の形態 も大 き く変化 した。従来は,現 金帳簿は コピー用 紙を介して
エ ン ピツで記帳す ることも許 されていたが,新 しい規程では,そ れは イン クの
み で記帳 され ることにな った。現金係の業務計画書について も個 々の書式用紙
を作成す る ことを提案した(〔8〕174)。
現金取引についてのこの規程は,貨 幣資産 の会計を改良 させ ると同時に,ソ
連邦国家銀行にたいして も大 きな影響 を与えた。
こ うして,通 貨 改革 とそれに ともな う会計 の整備は,ル ープルに よる統制を
強 化 し,企 業 の財務活動の改善を促進 させる ことになったのであ る。
1
9卸 売価格の改訂と原価計算の改革
1949年1月,卸売価格と貨物運賃率の改訂がおこなわれた。この改訂の目的
は,1949年から50年の間に,工業と運輸のすべての部門における企業活動に利
益をもたらし,赤字をなくすことであった。このことと関連して,1949年4月
30目,ソ連邦財務省はい生産物原価に算入される材料費の値上 り額と,また生
産物の販売から得た追加の売上高とをそれぞれ計算し,1949年の報告書に表示
することを訓令で指示した(〔8〕174)。
この訓令は生産費の計算と生産物の原価計算に変更をもたらした。1949年1
月からは,すべての工業企業は生産勘定にある資材を1949年の価格で記帳する
ことになった。また,資材の動態の計算,生産費の計算,生産物の実際原価の
算定は,1949年に導入された卸売価格,貨物運賃率および諸掛費の新しい計画
価格にもとついて計算されることとなった。材料の計画価格からの背離は,材
料の実際調達価格と新しい計画価格との差額として処理されることになった。
さらに,生産で費消される資材の値上り額は,この額が生産物の実際原価に与
える影響の額とともに,バ ランス勘定の外で適時に明らかにされ,定期報告書
に表示することにした。実際の工場総原価と商業原価は,1949年の価格と料金
とによる費用総額にもとついて原価計算されることとなった。同時に訓令は,
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値上 り額 と生産物原価へ のその影響の額を計算す る方法を推薦 しσ},卸売価 格
の変更 との関連で,生 産物 の販売か ら得 た追加 の売上高 を会計の定期報告書に
系統的に表示 す ることを規定 した(〔8〕174-175)。
10流動資産回転率の促進運動と会計
第4次5力 年計画期の完成段階に;流動資産回転率{8)を促進させて,流動資
産の利用を向上させようとする社会主義競争が展開された。この運動は,戦後
経済を復興するにあたっズ,一方に原材料,燃料等の流動資産をもっている企
業と他方にそれらの資産に不足している企業とがあってジこの不均等を取除く
ための新しい形態の社会芋義競争であった。、
流動資産回転率の促進運動においては,企業はこの社会主義競争の成果を定
期的に点検し,流動資産回転率の加速化の結果を明らかにすることになった。
その際,流 動資産回転率を,ある企業では1年間の流動資産回転数として算定
し,他の企業では回転期間として算定し,別の他の企業では生産高1ループル
当りの流動資産の費用から算定した。つまり,流動資産回転率の指標の算定方
法に統一がなかったのである。このため,ソ連邦財務省とソ連邦中央統計局は,
1949年4月14日付の書簡で,流動資産回転率の算定方法を指示 した(〔8〕175,
〔21〕59)(9}。
この書簡の内容はつぎのようであった(〔8〕176)。①工業企業の流動資産回転
率の指標は,取 引税を除いた現行卸売価格による企業の実現した全商品生産物
の価額と,'企業の流動資産の実際在高に関する報告バランス資料とにもとつい
て算定すること,②流動資産回転率は,企業の全流動資産について,また基準
化される流動資産働について算定すること,③企業の流動資産回転率の指標は
日数で示され,それは1日の実現取引額にたいする流動資産の平均在高の比率
で決定すること,④1カ 月間の流動資産の平均実際在高は月初めの在高と月末
の在高の合計を2で除して算出し,四半期間の平均実際在高は3カ月間の三つ
の平均在高の合計を3で除して算出し,1年間のそれは四つの四半期平均在高
の合計を4で除して算定すること,⑤企業の流動資産回転率の計画指標は基準
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化される流動資産についてのみ設定すること,⑥回転率の加速度化によって過
剰の流動資産が発生する場合,過去の会計期間の回転率と当該会計期間の実際
取引額とにもとついて会計期間中に必要とする流動資産の需要額を算出し,こ
の需要額を超過した額が回転率の加速度化によって過剰となった流動資産額と
なること。
さらに書簡では,流動資産回転率の指標は,生産物原価についての計画遂行
指標とならんで,会計報告書に表示されることとした。
こうして,流動資産回転率の促進運動において,会計担当者は経理面から運
動に参加し,大きな役割を果したap。 ・、
11集計表式仕訳指図書形態の導入
経済取 引を正確に しか も適時に記帳 し,そ して会 計の質を高め るためには,
帳簿組織が確立 してい ることが必要であ る。 これ まで ソ連工業においては,ソ
ビエ トの専門家に よって,1925年か ら27年にかけて開発 された・カー ド式形態や
1928年か ら30年にかけて開発 された仕訳指図書式形 態が広 く採 用 され て い た
(〔9〕・207-208)o・
ところが,長 期間にわた って帳簿組織の改善 に取組 んできた ソビエ ト研究集
団の成果 と,若 干 の企業に おけ る先進 的な帳簿組織 の試験的な採用 の結果 とを
ふ まえて,1940年代末には,多 くの ソ連工業 に集 計表式仕訳指図書形態 と呼ば
れ る帳簿組織が導入 され てい った(〔1〕248,〔8〕177)OP。それはモス ク ワの製 紙
工業,森 林工業 の企業や発電所等で集計表式仕訳指 図書形態を試験 的に採用 し・
そ の結果 を総括 してこの形態 の模範帳簿組織 を作成 し,導 入 され てい ったの で
あ る。
ソ連邦財務省は,1949年5月26日付 の書簡(Nb.744)で集計表式仕訳指図書
形態の採用 を推薦 す るとともに,こ の形態は,① 年代的計算記 録 と組織的計算
記録 とを統合 した特殊 な集計表式仕訳指 図書 の採用,② 月次,四 半期,年 度の
会 計報告書の作成 のための分類記帳 の実施,③ 従来 の仕訳指図書の廃止,、④ 分
析計算表の削減,⑤ 月次取 引の均等 ・適時な記帳,を 前提 とす る帳簿組織 であ・
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ることを強調 した(〔8〕177)。
さらに ソ連邦財務省は,1949年10月10日付の書簡(No.1423)でi集計表式仕
訳指図書形態 を最良の合理的な帳簿組織 と判 定 して,こ の帳簿組織 を1950年の
うちに採用す る ように工業省 と官庁に勧告 した(〔8〕178)。
集計表式仕訳指 図書形態の開発 とその採用は,ソ ビエ ト会計組織論の分野に
おけ る当時の大 きな成果 であ った。
そして,こ の成果は ヨー ロヅパの社会主義諸 国におけ る会計 の組織化のため
の重要 な参考 とな った のであ る(〔11〕45)OO。
12会 計の機械化にむけて
1930年代初期か らす でに開始 されていた ソ連におけ る会 計の機械化 の展 開は,
第2次 世界大戦に よって停滞を余儀な くされた。戦争は計算機 の生産を停止 さ
せ,多 くの計算装置は敵に よって破壊 された。 こ うした状 況の もとで,1945年
には早 くも,ソ ビエ ト政府は,①2年 間で非稼動計算機の早急 な再生 と現存計
算機の正確な利用,② 計算機を充分に活用 で きない企業 と組織 での機械の利用
停止 とその計算機の他企業 と組織へ の再配分,③ 計算機修繕工場 の 「ソユーズ
マシウチ ョー ト」《Coro3MaluygeT》(今日のソ連邦計算業務総管理局 《「aaBHoeyn・
paBneHneBNgncnnTenbHNxpa60TCCCP》)の創設 についての指令をだ した。そ し
て戦後ただちに,計 算機 の生産に着手 した(〔12〕38)。
ソ連工業は,戦 後第1年 目か ら穿孔機,管 理機,分 類機,会 計機 の生産を,
その後には集 計穿孔機の生産 を開始 した。その結果,1947年か ら56年の うちに
計算機 の生産 は戦前 め10年間 と比較 して3倍 ない し3.5倍に増加 し,ま た同期
間中に東 ドイツか ら大量 の機械 が輸入 され た(〔12〕38)ua。
しかし,会 計 の機械化 の発展はみ られた ものの,戦 後においては,原 則 とし
て計算機は個 々の職場 で採用 され ていたにす ぎず,例 えば工業企業 では計算機
は労働 と賃金 の計算,材 料会計のために主 として利用 された。 また,設 置 され
た計算機が実際に稼動す るまでに長い期 日を必要 とした。 さらに,会 計の機械
化水準は計算機 を活用 して国民経 済の管理 と計画化 をお こな うことが できるま
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でに到達 していなか った。 こ うした事態を取除 くため,① 新型の計算機の生産
を増大 し,そ の利用 を改 良す るこ と,② 会 計の機械化 のための専門家を養成す
ることの施策 が とられ,そ の結果,1949年秋か ら,会 計 の機械化のた めの幹部
養成が再開 され て専 門家 の数を拡大 し,同 じ年度には,計 算機製造科学研究所
《HayqHO;-HccAeAoBaTe丑bcKmillHCTMTyTcgeTHDroMa皿HHocTpoeH琿》(略して
HHHcqeTMam)が創設 され て一連の新型 の計算機を案出していった。 また,1951
年には,設 置 された計算機を早期 に稼動 させ るために,計 算機の先進的活用の
経験を普及 さモ ると同時に,機 械習熟期間に制限がつけ られ る こ とに な っ た
(〔12〕38)o
お わ り に
イ.rt'
1946年から1950年までのソピ=ト会計の史実をみてきたが,この考察から,
まず明らかになったことは,第1に,戦 争によって破壊消滅した資産を消却し,
戦時経済下の巨額の債務を整理して,第2次世界大戦中余儀なくされた会計の
変則的な実施からの後遺症を逸早 く取除いたこと,そして,平時経済下の会計
の正常な実施にとって指導的な役割を果す会計責任者のための規程が制定され
たこと,第2に,戦 時中のインフレ的現象を終息させ投機を一掃するための通
貨改革の実施と均符配給制の廃止にあたっては,貨幣資産と債務を再評価しそ
の額を正確に算定して,その後の企業の財務活動の改善の前提がつくられたこ
と,第3に,企 業の収益性を引上げるために実施された1949年の卸売価格の改
訂とともに,.生産物の原価計算に修正がくわえられたこと,第4に,流 動資産
回転促進運動という新しい社会主義競争の展開のもとでは,流動資産回転率を
算定する統一的な指標が決定されたこと,などである。そしてこれらのことは,
国民経済の復興といっそうの発展をめざす第4次5力 年計画の課題にたいして
ソビエ ト会計が直接応えていくことのなかで進展していったものであった。
これまでの考察から,っぎに明らかになったことは,第5に,会 計業務予定
表の普及,集計表式仕訳指図書形態の採用がおこなわれたこと,第6に,材 料
会計と基本建設会計の整備,統一勘定計画の指導,,証愚書類と棚卸の規程の修
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正がお こなわれた こと,第7に,計 算機 の生産に着手 して会計の機械化への活
動が再開 された こと,な どであ る。 そ して これ らの ことは,第4次5力 年計画
の遂行過程で ソビエ ト会 計が,新 しい会計の方法,形 態を開発 し,従 来 の会計
の方法,法 規を整理 し,会 計をい っそ う機械化 してい くなか で進展 していった
ものであった。そ して,戦 時中,刊 行を中断していた月刊誌r会 計』《Byxran-
TepcrtniygeT》は,1946年に再 刊 され るとと もに(〔15〕51),会計に関す る教科
書,参 考書,モ ノグラフ,専 門書 も多数 出版 され るにいた った(ヒ13〕53)as
くわ えて,当 時,制 定 された会計法規,開 発 された会計の方法や形態は,第
2次世界大戦後に成 立した ヨー ロッパの社会主義諸 国に おける会計 の再編成に
』
とって貴重な参考 とな ってい った のである。
1949年11月,1938年に設定 された各人民委 員部別 の平均償却率は,減 価償却
中 の大修繕用控除 の比重を増大 させ る方 向で改訂 された(〔2〕153,〔3〕leo)ae。
この改訂の近因は,1949年の卸売 価格の変更に よるものであ ったが,同 時にそ
の遠 因は,初 め には制限 され後には大修繕用基金を国庫へ取納 して実施 されな
くな った戦時 中の固定資産大修繕が,戦 後,国 民経済の復興のために破壊 され
た 固定資産 の再生にむけて,基 本投 資あ増大 とともに再開され拡大 してい った
ことに求め ることがで きる(〔17〕63)。そ して,戦 後一時期 にお こなわれた国庫
か らの大修繕へ の融資 も廃止 され,企 業は 自己管轄下の大修繕用基金で大 修繕
活 動をお こな うことに なってい った。 つ ま り,戦 時経済での減価償却会計 の変
則的 な実施は清算 され,更 新用控除 とともに大修繕用控除を同時に実施す る従
来 の減価償却会計が復活した といえる。規則に従 った減価償却 会計へ の復帰は,
ソ連の工業生産額が戦前 の水準に達 しそれを こえた時期 に丁度対応 してお り,
1949年の時点で ソビエ ト会 計が正常に実施 され るよ うになった ことを示す一つ
の指標であ った。
ここに,ソ ビエ ト会 計は,会 計の正常な実施を妨 げた戦争 の影 響を払拭す る
と同時に,期 限前に達成 され た第4次5力 年計画の遂行に とって大 きな役割を
果 したのであ る。
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{1}ソ連 における会計責任者 の意義,歴 史等についての より詳細 な内容につ い ては 引
用文献 〔27〕を参照されたい。・
② ヨー ロッパの社会主義国 の多 くは,1950、年か ら52年にかけて一一連の会計法規が制
定 されたが,な か でも,会 計責任者規程は,ソ 連の 「1947年9月に承認 されたr国
営,協 同組合.公 共の施設,組 織お よび企業の会計(上 級)責任者に関す る規程 』を
基礎に している」(〔11〕42)のである。それはつ ぎの規程 であ った。
①1950年1月20日付 ポー ラン ド閣僚会議決定 「会計.(上級)責任者 の権限 と義務に
ついて」《OllpaBaxMo6s3aHHocTgxrnaBHNx(cTaplllMx)6yxranTepoB》,②1950
年12月23日付 ブルガ リア閣僚会議決定 「会計(上 級)責 任者に関す る命令」 《Pacno-
PgxeHHeorgaRHNx(c恒p皿nx)6yXraATepax》,③ハンガ リ 一ー閣僚会議決定No.
125「企業 の会計責任老について」《OrnaBHNx6yxraATepaxnpeAnpHNTuti》,④
1952年11月15日付チ ェコkロ ヴァキア政府決定 「会計(上 級)責 任者 の権 限,義 務,
責任について と計算職務の組織化にっいて」 《OnpaBax,0693a朋ocTsxlioTBeTc.
TBeHHocTnrnaBHロx(cTapmux)6YxtianTepoBno60prarロ3a旦MMyqeTHo頁cny-
■t6N>>.なお,ル ーマ昌アでは1948年末に,東 ドイツでは1948年の中頃に,一会計責任
者の権限 と義務が規定 された(〔11〕42)。
③ 今 日,ソ 連の会計辞典では,こ の会計業務予定表はつ ぎのよ うに説 明されてい る。
「会計業務予定表 とは会計担 当老間に会計業務 を割当て ることである。予定表は,労
働時間の合理的利用 と計算労働の生産性向上 を促進 させ,律 動的業務 のた め の 条 件
をつ ぐり,当 該業務 の質 と遂行期間にたいす る各会計担 当老の責任を引上げ る。 予
定表には,① 各会計担 当者 の業務の 目割計画(具 体的な業務の遂行期間),②各会計
網(会 計グルー プ,経 理部課等)の 会計業務の期間 と内容,③ 報告書の作成,点 検
お よび提 出の期間が示 されてい る。 認可 された会計業務 予定表 の ヒナ型 はない。 そ
れは企業 の会計責任者に よって承認 され る」(〔7〕36-37,〔10〕63-64)。
{4)例えば,「東 ドイツとハンガ リーにおいては,1953年か ら56年にかけてA.ロ ジン
スキー教授に よって提 案された会計業務予定表の普及に大 きな関心が払われた」(〔1
1〕47)のである。そして,ハ ンガ リ・一では,鋼 鉄製品工場 の専門家 は会計業務予定
表に注 目し,そ の結果,報 告書作成の期聞短縮 のため の広範な運動が展開 され,ま
た,ブ ル ガ リアでは,政 府委員会が ソビエ ト会計の経験を参照 して会計業 務の合理
化を討議し,そ の結果,閣 僚会議は1957年に会計報告書 と財務報告書 の削減に関す
る特別決議を採択 した(〔11〕47)。
{5}従来,存 在 していた価格 としては,政 府配給店 の配給価格,政 府 の商業店(非 配
給の)価 格(こ の店 での購入は切符はい らなか ったが,値 段は高い),生産協同組合
販売店 の価格(政 府の非配給店の価格 とほぼおな じ),委 託販売店の価格(同 前),
コルホーズ市場の価格があ った(〔18〕i16)。
(6)なお,個 人の預貯金については,3,000ルー ブル以下の預貯金は1対1,3,000か
(101) ソビエ ト会計発達史101
ら10,000ループルのものは3対2,10,000ルーブル以上のものは2対1の 比率で交
換された。 この結果,現 金で貨幣を退蔵していたものは相当の打撃をうけたが,預
貯金者の うち80%をしめる預貯金3,000ループル以下のものは,通貨改革の実施でか
えってその価値を高め,と くに低所得者の都市労働者の実質所得はこの改革 で引上
げられた(〔18〕117)6
{7}推薦された方法としては,①直接計算法,② 平均算定法,③ 固定係数法があった
(〔8〕175)o
⑧ 今 日,ソ連の会計辞典では,この流動資産回転率はつぎのように説明されている。
「流動資産回転率とは日数による流動資産の1回転の長さを,あるいは一定期聞にお
けるその回転数を示した経済指標である。この指標は流動資産の利用効率を明らか
にする。流動資産回転率の加速化は生産物の追加生産やその他の 目的に利用される
資産を捻出させる。それは流動資産の同一量のもとでより多 くの生産物を産出させ,
その実現をより速 くさせ,そ してそれによって財政状態を改善させることを企業 に
可能ならしめる」(〔7〕81-82,〔10〕121)。
{9)この点についてのより詳細な内容については引用文献 〔21〕の59ベー ジを参照され
たい。
00基 準化される流動資産は基準化流動資産と呼ばれ る。この基準化流動資産 とは,
企業が中断なしに生産物の生産と実現の過程をおこなうために必要な残高を計画す
る流動資産のことである。流動資産は流動フォン ド(原材料,燃 料,・半製品等)と
流通フォンド(製品,引渡商品,貨 幣資産等)か らなるが,一 般に,引 渡商品 と貨
幣資産は基準化されない非基準化流動資産であり,それ以外の流動資産が基準化流
動資産 となる。
ω なお,当 時の流動資産回転率の促進運動については,こ の運動が一時的なカンパ
ニアに終ったとするつぎのような見解がある。 流動資産回転率の促進運動は,流 動
資産の回転を加速化させることを目標 としたが,実は余力の手持ち資産を手放 して
それを不足している企業へ提供することを目的としたものであった。 しかし,当時
の独立採算制のものとでは,'企業は生産フォンドを無償で受取 り,企 業の利潤は生
産原価と対比されるだけであ り,1965年以降の経済改革実施後にみられるような,
生産フォン ドの有償制 もな く,生産フォン ドにたいする利潤の比率(利潤率)も企業
活動の業績評価指標 として重視されていなかった。 つまり,資産を提供する企業に
何らかの利益を保障する制度がなかったのである。 このため,1949年にモスクワの
諸企業が資産回転の加速化により13億ルーブル以上の資産を放出し,再分配したと
はN'え,流動資産回転率の促進運動は一時的なカンパニアに終ったという(〔19〕275).
⑫ 集計表式仕訳指図書形態の内容に.ついては引用文献 〔20〕の303ペー一ジを参照され
た、{。
⑬ ヨーロッパの社会主義諸国では,rl953年から57年にかけて,ソ ビs5の集計表式
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仕訳指図書形態の普及と導入に大きな注意が払われた」(tl1〕45)。そして,「各国に
おけるソビエ トの集計表式仕訳指図書形態の導入は・それぞれの国の特殊性 をもって
いた」(〔11〕46)のである。
例えば,ポ ∴ラン ドとチェコスロヴァキアにおいては,ソ 連の集計表式仕訳指図ン
書形態を若干修正した会計形態が採用された。 東 ドイツでは,ソ 連の集計表式仕訳
指図書形態の有効性をめ ぐって紙上討論をおこなったが,その有効性は否定され,こ
れまで採用していたカー ド式形態のもとでも,会計業務の軽減と簡略化は可能 であ
… り,計 算機 も活用できるうえ,カ ー ド式形態を長期間好成績に利用してきたとの理
・由から,従 来のカー ド式形態の採用を継続し,ソ 連の集計表式仕訳指図書形態は部
分的に採用された。ルーマ昌アでは,ソ連の集計表式仕訳指図書形態は採用されず,
'これまでのカー ド式形態が採用され輪 それはカー ド式形態が非常に簡単で便利 で
あつただけでな く,にの形態に使用されるカー ドや用紙をきわめて多 くもっていた
'とい う理由からであった(〔11〕46)。
a41947年から56年のいつの時点で東 ドイツの計算機がソ連へ導入されたかは定かで
ないCただ;ヨ;ロ'ヅパの社会主義国の 「各国においては,会 計業務の機械化の水
準は同一でなか・った。 チェコスロヴァキアと東 ドイツにおいては,会 計の機械化は
戦前すでに比較的高い水準に達 していたが,他方その他の諸国では,1960年代の中
葉まで手労働による会計が主であった。 ブルガ リア,ポ ーラン ド,ルーマニア.ハ
ンガリーでは.合計機,会 計機が丁度普及した時であった。 大企業でも穿孔機の利
用は限られていた。これは主として計算機を製作する特殊な土台を もっていなかっ
たことによるものであった」(〔11〕47)といわれている。こうした状況のもと㌢ 会
計の機械化が比較的高い水準にあった東 ドイツからソ連は計算機 を輸入したのであ
る。
砂1946年か ら50年にかけて ソ連 で出版 された会計文献については引用文献 〔25〕を参
照 されたい。
⑯ この点については,引 用文献 〔23〕の35べ一ジ と〔24〕の237ペー ジを参照 されたい。
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